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第1 農業経営基盤の強化の促進に関する目標 

 

1 小平町農業の概要 

 本町は、北海道の北部、留萌振興局管内の南部の日本海沿岸に位置し、東西 34km、

南北 32km、総面積 627.22km2 を有し、海洋性気候に属する積雪寒冷地帯である。本

町の農業基盤となる農耕地は、小平蘂川が大小の支流を合流する地域の地味肥沃な平坦

地で、稲作を基幹とする農業生産を展開するとともに、近年は、高収益作物としてメロン、花き、

野菜等の導入が積極的に行われている。 

 

2 小平町農業の現状と課題 

 本町の農家の 1 戸当たりの経営耕地面積は令和 2 年では、21.46ha と全道の 30.21ha

と比較しても狭小で、かつ、中山間地域で沢沿いの農耕地が大半を占めているため、大規模

機械化農業を推進するには制約が多い。総農家戸数は年々減少し、令和 2 年では 109 戸

となっているが、近年、農業従事者の高齢化や労働力の不足、後継者のいない農家が増加す

る傾向にあり、農家戸数は今後も引き続き減少していくものと見込まれている。 

 また、農産物の輸入自由化、農業情勢の先行き不安等から規模拡大に消極的な農家も

見受けられ、遊休農地の増大が懸念される。 

 今後の農業生産については、水稲・野菜・花き・肉用牛を基幹として市場動向を的確に見

極めながら、生産組織の育成・強化により生産の安定とコストの低減に努め、産地間競争に

対応した生産性の向上を図り、農業の発展を目指すものとする。 

 

3 農業経営基盤の強化の促進に関する取組方向 

（1） 基本的な考え方 

 本町の農業が持続的に発展していくためには、関係機関・団体が連携し、地域の実情に

応じて、農業経営体が経営体質と生産基盤の強化を図りながら、農業所得の増大と６次

産業化による農業経営の多角化の取組を推進するとともに、農業経営体を支える営農支

援組織の育成を行うなど、効率的かつ安定的で多様な農業経営を育成・確保し、これらの

担い手への農用地の利用集積・集約化を促進する。 

 また、持続可能な開発目標（SDGs）の目標の一つである持続可能な農業生産を進め

るため、環境と調和した農業を推進する。 

 

（2） 効率的かつ安定的な農業経営の目標とする所得水準及び労働時間  

 農業が職業として選択し得る魅力とやりがいのあるものとするため、本町の主たる従事者が、

他産業従事者と遜色のない生涯所得を実現し得る年間農業所得を確保するとともに、他

産業従事者並みの年間労働時間の水準を達成し得る効率的かつ安定的な農業経営の

育成・確保に努める。 
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 なお、目標とする所得水準及び労働時間は次のとおりとする。 

目標年間農業所得 主たる従事者１人当たり年間概おおむね 450 万円 

目標年間労働時間 主たる農業従事者１人当たり年間 1,700～2,000 時間程度 

※「主たる従事者」とは、農業経営において主体的な役割を担う者であり、業務内容や経

営への関与状況等を踏まえ、耕作又は養畜の事業に関する権限及び責任を有すること

が明らかな者（家族経営においては代表者等、法人経営においては経営者や役員）の

こと。 

 

（3） 新たに農業経営を営もうとする青年等の目標とする所得水準及び労働時間 

 自ら農業経営を開始しようとする青年等（法人の場合にあっては主たる従事者）の経営

開始５年後における所得水準及び労働時間は、（2）に定める水準をおおむね達成する

ことを目標とする。 

 ただし、このうち農外からの就農者や農家子弟のうち親から独立した経営を開始する者に

あっては、経営が安定するまで時間を要することから、経営開始５年後の所得水準は、おお

むね５割の達成を目標とする。 

 

（4） 効率的かつ安定的な農業経営の育成・確保  

ア 認定農業者制度の活用  

 認定農業者制度の活用による効率的かつ安定的な農業経営の改善を促進するため、

農業委員会、農業協同組合、農業改良普及センターなど地域の関係機関・団体と連携

した農業経営改善計画の作成指導や認定後の農業経営改善計画達成に向けた指

導・助言、女性や若い世代、高齢者の能力を活かすための家族経営協定等に基づく夫

婦・親子間の農業経営改善計画の共同申請を推進する。 

 また、認定農業者等の担い手が主体性と創意工夫を発揮しながら経営発展できるよう、

担い手への農用地の利用集積・集約化やスマート農業技術の導入推進、経営所得安

定対策、低利融資制度など各種支援施策の活用を支援する。 

 

イ 農業経営の法人化の推進 

 農業経営の法人化は、経営管理の高度化や安定的な雇用の確保、地域の農地や優

れた技術の円滑な継承など経営安定・発展の効果が期待されることから、税理士等の専

門家や先進的な農業者による指導等を通じ、法人化のメリットや手続、財務・労務管理

に関する情報やノウハウ等の普及啓発によって、農業経営の法人化を推進するとともに、

民間企業等の経営力や資本力を活かした地域の農業者・関係者との有機的な取組を

推進する。  

 なお、令和 17 年度（2035 年度）における農業法人数を 5,600 経営体とする北海

道農業経営基盤強化促進基本方針の目標などを踏まえ、本町の令和 17 年度におけ
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る農業法人数の目標数を 8 経営体（令和 8 年 1 月現在 5 経営体）とする。 

 

ウ 集落営農の組織化・法人化の推進  

 経営規模が小さな水田地帯や、農業従事者の高齢化、担い手不足が深刻化し、地

域農業を担う個別経営や法人経営の育成・確保が当面難しい地域においては、農用地

利用改善団体等と連携して、地域の将来像についての話し合い活動を重ね、担い手を

明確化し、農用地の利用集積・集約化の方向を定める取組を推進することにより、集落

営農の組織化及び将来的な集落営農の法人化を推進する。 

 

エ 新規就農者の育成・確保 

 本町農業が、将来に向け持続的に発展していくためには、次代を担う新規就農者の育

成・確保を図る必要があることから、学生と農業者との交流や若者の視点に立ったＵター

ン就農対策などの新規就農への関心を高める取組や農業担い手育成センターによる就

農に向けた情報提供・相談活動、親子間や第三者への円滑な経営継承に向けた取組

などを推進する。 

また、営農に必要となる資金の確保や技術の習得のほか、指導農業士や関係機関な

ど地域が一体となって新規就農者をサポートする取組を推進する。 

 

オ 経営感覚を備えた農業経営者の育成 

農業大学校による研修教育や農業改良普及センターによる技術・経営指導、青年農

業者のネットワーク活動支援など、農業経営者としての資質向上に向けた取組を推進す

る。 

また、農業経営の法人化は、経営管理の高度化や安定的な雇用の確保が期待でき

ることから、法人経営の経営者となる人材の育成・確保を推進する。 

 

カ 労働力不足への対応 

 農業従事者の減少や農業従事者の高齢化などによる慢性的な労働力不足に対応す

るため、地域の潜在的な人材や外国人材などの多様な人材の確保と、障がい者の社会

参画と農業経営の発展の双方を実現する「農福連携」により、雇用労働力の安定的な

確保に向けた取組を推進する。 

 また、ロボット技術や ICT の活用等、近年の進歩が著しく、構造的問題などの解決が期

待されるスマート農業などの省力化生産技術、労働力不足に対応した生産技術等を積

極的に推進する。 

 

キ 女性農業者が活躍できる環境づくり 

 農業経営における女性参画の促進に向けて、家族経営協定の締結や認定農業者の
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夫婦共同申請、技術や経営など女性農業者の資質向上を図るとともに、女性農業者の

ネットワーク活動の強化や男女を問わず女性の活躍に向けた意識啓発を行うなど、女性

農業者が能力を発揮できる環境づくりを進める。 

また、地域をリードする女性農業者があらゆる活動に参画することができる環境づくりを推

進する。 

 

（5） 農用地の利用集積と集約化 

 「地域計画」の実現に向けて、農用地利用改善事業、農地中間管理事業、農地中間

管理機構の特例事業等の農地流動化施策を推進し、効率的かつ安定的な農業経営へ

の計画的な農用地の利用集積・集約化を促進する。 

 

（6） 多様な農業経営の育成・確保 

 高収益作目やクリーン・有機農業の導入による農業経営の複合化や、農畜産物の加工

や直接販売、ファームインといった６次産業化による多角化など、自らの創意工夫を活かした

多様な農業経営の育成・確保を図る。 

 

（7） 営農支援組織の育成・強化 

 生産性の向上や労働負担の軽減など、地域で経営体を支える営農支援組織の育成・強

化と安定的な運営を図るため、スマート農業技術の導入による作業の効率化やオペレーター

などの人材確保に向けた取組を推進する。 

 

4 新たに農業経営を営もうとする青年等の育成・確保に関する目標 

（1） 新規就農の現状 

 本町の新規就農者は、過去 10 年間確保できていない状況となっているが、従来からの基

幹作物である水稲の産地としての生産量の維持・拡大を図っていくため、将来にわたって地

域農業の担い手を安定的かつ計画的に確保していく必要がある。 

 

（2） 新たに農業経営を営もうとする青年等の確保に関する目標 

 （1）に掲げる状況を踏まえ、本町は青年層に農業を職業として選択してもらえるよう、将

来（農業開始から５年後）の農業経営の発展の目標を明らかにし、新たに農業経営を営

もうとする青年等の育成・確保を図っていくものとする。 

ア 確保・育成すべき人数の目標 

 農業分野における生産年齢人口のうち 49 歳以下のシェアを全産業並みに引上げる

という新規就農者の確保・定着目標や北海道農業経営基盤強促進基本方針に掲げ

られた年間 480 人の新規就農者の育成・確保目標を踏まえ、本町においては年間２

人の当該青年等の確保を目標とする 
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また、現在の雇用就農の受け皿となる法人を５年間で３増加させる。 

 

イ 新たに農業経営を営もうとする青年等の労働時間・農業所得に関する数値目標 

 自ら農業経営を開始しようとする青年等（法人の場合にあっては主たる従事者）の

経営開始５年後における所得水準及び労働時間は、本町の主たる従事者が、他産

業従事者と遜色のない年間労働時間（主たる従事者１人当たり 1,700～2,000

時間程度）及び、他産業従事者並みの生涯所得に相当する年間農業所得（主た

る従事者１人当たりの年間農業所得 450 万円程度）を目標とする。 

 ただし、このうち農外からの就農者や農家子弟のうち親から独立した経営を開始する

者にあっては、経営が安定するまで時間を要することから、経営開始５年後の所得水

準は、主たる従事者１人当たりの年間農業所得 250 万円程度を目標とする。 

 ※「主たる従事者」とは、農業経営において主体的な役割を担う者であり、業務内容や経営への関与状

況等を踏まえ、耕作又は養畜の事業に関する権限及び責任を有することが明らかな者（家族経営におい

ては代表者等、法人経営においては経営者や役員）のこと。 

 

第２ 農業経営の規模、生産方式、経営管理の方法、農業従事の態様等に関する営農の類

型ごとの効率的かつ安定的な農業経営の指標 

 

 第 1 の 3 の（2）に示した目標を達成しうる効率的かつ安定的な農業経営を指標として、本

町で展開している事例を踏まえつつ、本町における主要な営農類型についてこれを示すと次のと

おりである。 

 

[個別経営体] 

営農類型 経営規模 生産方式 経営管理の方向と経営

管理の方法 

農業従事の態様等 

① 

野菜（花き）

専業 

〈作付面積等〉 

ミニトマト    0.30ha 

経営面積計    0.30ha 

 

〈機械施設装備〉 

・乗用ﾄﾗｸﾀー  1台 

・農用ﾄﾗｯｸ（軽ﾄﾗ）1台 

・歩行型ﾄﾗｸﾀー  1台 

・動力噴霧器 1台 

・栽培ﾊｳｽ 6棟 

・自動換気装置 6台 

・自動かん水ｼｽﾃﾑ 2台 

・給水ﾎ゚ ﾝﾌ゚  2台 

 

〈ｽﾏー ﾄ農業技術〉 

・高収益野菜に特化し

所得の確保 

・部会活動により生産技

術の向上 

・ﾊﾟｿｺﾝによる経営計

画・労務・財務・ほ場管

理、青色申告の実施 

・作物別原価の把握と

分析 

・市場動向に的確に対

応した計画的生産・販

〈労働） 

・家族2人 

  3,600時間 

・雇用 1,060時間 

（主たる従事者 

 2,000時間/1人） 

〈経営収支） 

・農業粗収益 

  2,210万円 

・農業経営費 

  760万円 
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・自動換気、かん水、加

温装置の導入による省力

化 

売 ・農業所得 

  1,450万円 

（主たる従事者 

  450万円/1人） 

② 

肉牛専業 

〈作付面積等〉 

飼料用作物 13.00ha 

経営面積計 13.00ha 

 

素牛       25頭 

〈機械施設装備〉 

・繁殖牛舎 1棟 

・育成牛舎 1棟 

・分娩牛舎等 1棟 

・堆肥舎 1棟 

・ﾄﾗｸﾀー  1台 

・農用ﾄﾗｯｸ 1台 

・ﾎｲﾙﾛー ﾀ゙  ー 1台 

・放牧を利用した繁殖

管理 

・良質粗飼料を活用し

た繁殖・育成管理 

・ﾊﾟｿｺﾝによる経営計

画・労務・財務・ほ場・

飼養管理、青色申告の

実施 

・飼養部門と飼料生産

部門損益・原価把握、

分析 

・各種経営管理ﾂー ﾙを活

用した経営改善 

・資金繰り表等による資

金管理 

〈労働〉 

・家族2人 

  2,720時間 

・雇用 0時間 

（主たる従事者 

 1,500時間/1人） 

<経営収支> 

・農業粗収益 

  2,340万円 

・農業経営費 

  1,810万円 

・農業所得 

  530万円 

（主たる従事者 

  450万円/1人） 

 

③ 

水稲・畑作・野

菜（花き）複

合 

〈作付面積等〉 

水稲      15.00ha 

小麦       2.50ha 

大豆       2.50ha 

花き（切り花） 

          0.20ha 

経営面積計  20.20ha 

 

＜機械施設装備＞ 

・乗用型ﾄﾗｸﾀー  2台 

・農用ﾄﾗｯｸ 1台 

・【共同利用】乾田直播専

用播種機、乗用管理機、

ﾚ ｻー゙ ﾚーﾍ ﾗ゙ー 、汎用ｺﾝﾊ゙ ｲ

ﾝ、水田用栽培管理ﾋﾞｰ

ｸ゙ ﾙ 

 

〈ｽﾏー ﾄ農業技術〉 

・自動操舵ｼｽﾃﾑ、直進ｱｼ

ｽﾄ機能付き田植え機によ

る省力化 

・水稲に直播栽培を導

入し、田畑輪換による

規模拡大と転作畑作物

の収益向上を図る複合

経営 

・ﾊﾟｿｺﾝによる経営計

画・労務・財務・ほ場管

理、青色申告の実施 

・作物別原価の把握と

分析 

・市場動向に的確に対

応した計画的生産・販

売 

〈労働〉 

・家族2人 

  2,170時間 

・雇用 200時間 

（主たる従事者 

 1,760時間/1人） 

<経営収支> 

・農業粗収益 

  3,910万円 

・農業経営費 

  2,790万円 

・農業所得 

  1,120万円 

（主たる従事者 

  450万円/1人） 
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④ 

水稲・肉牛複

合 

〈作付面積等〉 

水稲       20.00ha 

飼料用作物 10.00ha 

経営面積計  30.00ha 

 

素牛       20頭 

〈機械施設装備〉 

・乗用ﾄﾗｸﾀー  1台 

・農用ﾄﾗｯｸ 1台 

・乗用田植機 1台 

・資材庫 1棟 

・乾燥機 1台 

・育苗ﾊｳｽ 5棟 

・牛舎 1棟 

・堆肥舎 1棟 

・【共同利用】ｸﾛｰﾗｰﾄﾗｸﾀ

ｰ、乗用管理機、自立型ｺ

ﾝﾊﾞｲﾝ、稲ﾜﾗ収集機、牧

草収穫機 

 

〈ｽﾏー ﾄ農業技術〉 

・自動操舵ｼｽﾃﾑ、直進ｱｼ

ｽﾄ機能付き田植え機によ

る省力化 

 

・部門間で副産物や農

機具の有効活用 

・肉用牛は既存施設の

改築、簡易牛舎の利用

による低コスト化 

・飼料用とうもろこし、牧

草・WCSを地域で調達

し、自給飼料費の削減 

・ﾊﾟｿｺﾝによる経営計

画・労務・財務・ほ場管

理、青色申告の実施 

・部門別原価の把握と

分析 

<労働> 

・家族3人 

  2,520時間 

・雇用 0時間 

（主たる従事者 

 1,700時間/1人） 

<経営収支> 

・農業粗収益 

  5,390万円 

・農業経営費 

  4,150万円 

・農業所得 

  1,240万円 

（主たる従事者 

  450万円/1人） 

 

⑤ 

水稲・畑作複

合 

〈作付面積等〉 

水稲      18.00ha 

小麦       5.50ha 

大豆       5.50ha 

飼料用作物  1.00ha 

経営面積計  30.00ha 

〈機械施設装備〉 

・乗用型ﾄﾗｸﾀー  2台 

・農用ﾄﾗｯｸ 1台 

・野菜移植機 1台 

・育苗ﾊｳｽ 5棟 

・【共同利用】乗用田植

機、湛水直播機、乗用管

理機、汎用コンバイン、水

田用栽培管理ﾋ゙ ｸー゙ ﾙ 

 

〈ｽﾏー ﾄ農業技術〉 

・自動操舵ｼｽﾃﾑ、直進ｱｼ

ｽﾄ機能付き田植え機によ

る省力化 

・水稲に直播栽培を導

入し規模拡大、転作畑

作物と露地野菜を組み

合わせた複合経営 

・春まき小麦の作付けに

より麦連作を回避 

・ﾊﾟｿｺﾝによる経営計

画・労務・財務・ほ場管

理、青色申告の実施 

・作物別原価の把握と

分析 

・市場動向に的確に対

応した計画的生産・販

売 

〈労働〉 

・家族2人 

  1,900時間 

・雇用 230時間 

（主たる従事者 

  1,460時間/1人） 

<経営収支> 

・農業粗収益 

  4,620万円 

・農業経営費 

  3,540万円 

・農業所得 

  1,080万円 

（主たる従事者 

450万円/1人） 
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⑥ 

畑作・野菜 

〈作付面積等〉 

小麦       23.95ha 

大豆        2.90ha 

花き（切り花） 

          0.15ha 

経営面積計  27.00ha 

〈機械施設装備〉 

・乗用型ﾄﾗｸﾀー  2台 

・農用ﾄﾗｯｸ 1台 

・総合播種機 1台 

・動力噴霧機 1台 

・ﾊー ﾍ゙ ｽﾀー  1台 

・乾燥機 1台 

・作業・資材庫 1棟 

・【共同利用】乗用型ﾄﾗｸﾀ

ｰ、豆用ｺﾝﾊﾞｲﾝ、全自動

野菜移植機 

 

＜ｽﾏー ﾄ農業技術＞ 

・自動操舵ｼｽﾃﾑによる省

力化 

・可変施肥技術の導入に

よる施肥量の減 

・中規模畑作地帯で露

地野菜を導入した複合

経営 

・ﾊﾟｿｺﾝによる経営計

画・労務・財務・ほ場管

理、青色申告の実施 

・作物別原価の把握と

分析 

・市場動向に的確に対

応した計画的生産・販

売 

〈労働〉 

・家族2人 

  2,770時間 

・雇用 0時間 

（主たる従事者 

 1,980時間/1人） 

<経営収支> 

・農業粗収益 

  1,800万円 

・農業経営費 

  1,190万円 

・農業所得 

  610万円 

（主たる従事者 

  450万円/1人） 

 

 

[組織経営体] 

営農類型 経営規模 生産方式 経営管理の方向と経営

管理の方法 

農業従事の態様等 

⑦ 

水稲・畑作・野

菜（花き）複

合 

〈作付面積等〉 

水稲      27.00ha 

小麦       8.50ha 

ﾒﾛﾝ       0.03ha 

花き（切り花） 

         0.27ha 

飼料用作物14.20ha 

経営面積計50.00ha 

〈機械施設装備） 

・乗用型ﾄﾗｸﾀー  1台 

・農用ﾄﾗｯｸ 1台 

・野菜移植機 1台 

・育苗ﾊｳｽ 5棟 

・【共同利用】乗用田植

機、湛水直播機、乗用管

理機、汎用コンバイン、水

田用栽培管理ﾋ゙ ｸー゙ ﾙ 

 

〈ｽﾏー ﾄ農業技術） 

・自動操舵ｼｽﾃﾑ、直進ｱｼ

ｽﾄ機能付き田植え機によ

る省力化 

・水稲に直播栽培を導

入し規模拡大、転作畑

作物と露地野菜を組み

合わせた複合経営 

・春まき小麦の作付けに

より麦連作を回避 

・ﾊﾟｿｺﾝによる経営計

画・労務・財務・ほ場管

理、青色申告の実施 

・作物別原価の把握と

分析 

・市場動向に的確に対

応した計画的生産・販

売 

〈労働） 

・構成員3人 

  5,200時間 

・雇用 230時間 

（主たる従事者 

 1,700時間/1人） 

〈経営収支） 

・農業粗収益 

  7,190万円 

・農業経営費 

  5,110万円 

・農業所得 

  2,080万円 

（主たる従事者 

  450万円/1人） 
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⑧ 

水稲・肉牛複合 

〈作付面積等〉 

水稲    15.00ha 

飼料用作物40.00ha 

素牛      20頭 

後継牛     10頭 

肥育牛     30頭 

 

経営面積計55.00ha 

〈機械施設装備〉 

・乗用型ﾄﾗｸﾀー  6台 

・農用ﾄﾗｯｸ 2台 

・乗用田植機 2台 

・ｺﾝﾊ゙ ｲﾝ 2台 

・乾燥機 3台 

・育苗ﾊｳｽ 

・牛舎 4棟 

・堆肥舎 1棟 

・牧草回収機 1台 

・乗用管理機 1台 

・稲ﾜﾗ収集機 1台 

 

＜ｽﾏー ﾄ農業技術＞ 

・自動操舵ｼｽﾃﾑによる省

力化 

・良質粗飼料を活用し

た繁殖、育成管理 

・ﾊﾟｿｺﾝによる経営計

画、労務、財務、ほ場、

飼養管理、青色申告の

実施 

・飼養部門と資料生産

部門の損益・原価把

握、分析 

・各種経営管理ﾂー ﾙを活

用した経営改善 

・資金繰り表等による資

金管理 

〈労働〉 

・構成員2人 

  2,720時間 

（主たる従事者: 

 1,500時間/1人） 

〈経営収支〉 

・農業粗収益 

  8,470万円 

・農業経営費 

  7,620万円 

・農業所得 

  850万円 

（主たる従事者: 

  450万円/1人） 

 

⑨ 

大規模畑作専

業 

〈作付面積等〉 

小麦     25.00ha 

大豆     25.00ha 

飼料用作物50.00ha 

経営面積100.00ha 

 

〈機械施設装備〉 

ﾄﾗｸﾀー         4台 

ｺﾝﾊ゙ ｲﾝ       2台 

乾燥機       4台 

防除機       2台 

農用トラック     2台 

農作業場      2棟 

 

〈ｽﾏー ﾄ農業技術〉 

・自動操舵ｼｽﾃﾑによる省

力化 

・可変施肥技術の導入に

よる施肥量の削減 

・地域の農地を集積し、

省力技術を導入した大

規模畑作経営 

・高齢者等の雇用により

労働力を確保し経営の

安定化 

・ﾊﾟｿｺﾝによる経営計

画、労務、財務、ほ場

管理、青色申告の実施 

・作物別原価の把握と

分析 

・市場動向に的確に対

応した計画的生産・販

売 

〈労働〉 

構成員3人 

  3,810時間 

雇用 1,060時間 

（主たる従事者 

 2,000時間/1人） 

〈経営収支〉 

・農業粗収益 

  7,850万円 

・農業経営費 

  5,720万円 

・農業所得 

  2,130万円 

（主たる従事者: 

  450万円/1人） 

 

 

第3 農業経営の規模、生産方式、経営管理の方法、農業従事の態様等に関する営農の類型

ごとの新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本指標 
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 第 1 の 3 の（3）に示した目標を達成しうる青年等が目標とすべき農業経営の指標は、第 2

で定めるものと同様である。 

 ただし、農外からの就農者や農家子弟のうち親から独立した経営を開始する者にあっては、指

標を例示すると次のとおりである。 

 

[個別経営体] 

営農類型 経営規模 生産方式 経営管理の方向と経営

管理の方法 

農業従事の態様等 

⑩ 

野菜（花き）

専業 

〈作付面積等〉 

ミニトマト     0.35ha 

スイートコーン  0.50ha 

緑肥       0.65ha 

経営面積計  1.50ha 

〈機械施設装備〉 

乗用型ﾄﾗｸﾀー  1台 

歩行型ﾄﾗｸﾀー  1台 

農用ﾄﾗｯｸ 1台 

動力噴霧機 1台 

栽培ハウス 14棟 

・高周生期野菜に特化

し所得の確保 

・部会活動により生産技

術の向上 

・パソコンによる経営計

画・労務・財務・ほ場管

理、青色申告の実施 

・原価の把握と分析 

・市場動向に的確に対

応した計画的生産・販

売 

〈労働〉 

・家族2人 

  3,600時間 

・雇用 790時間 

（主たる従事者 

 2,000時間/1人） 

〈経営収支〉 

・農業粗収益 

  1,550万円 

・農業経営費 

  950万円 

・農業所得 

  600万円 

（主たる従事者 

  330万円/人） 

 

第４ 第２及び第３に掲げる事項のほか、農業を担う者の確保及び育成に関する事項 

 

１ 農業を担う者の確保及び育成の考え方 

・ 本町の特産品である水稲や花き等の施設園芸作物・肉用牛などの農畜産物を安定的に

生産し、本町農業の維持・発展に必要となる効率的かつ安定的な経営を育成するため、生

産方式の高度化や経営管理の合理化に対応した高い技術を有した人材の確保・育成に取

り組む。このため、認定農業者制度、認定新規就農者制度及びそれらの認定を受けた者に

対する各種支援制度を活用するとともに、北海道農業経営・就農支援センター、留萌農業

改良普及センター、農業協同組合等と連携して研修・指導や相談対応等に取り組む。 

・ また、新たに農業経営を営もうとする青年等の就農を促進するため、これらの青年等に対す

る就農情報の提供、農地・農業用機械の取得や生活支援などの受入体制の整備、先進

的な法人経営等での実践的研修の実施、青年等就農計画の認定・フォローアップ、認定新
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規就農者向けの支援策の積極的な活用の推進、認定農業者への移行に向けた経営発展

のための支援等を行う。 

・ 更に、農業従事者の安定確保を図るため、農業従事の態様等の改善、家族経営協定締

結による就業制、休日制、ヘルパー制度の導入、高齢者及び非農家等の労働力や繁閑期

の異なる産地間の労働力の活用等に取り組む。 

・ 加えて、本町農業の将来を担う幅広い人材の確保に向け、雇用されて農業に従事する者、

定年退職後に農業に従事する者、他の仕事ともに農業に従事する者など農業生産に関わ

る多様な人材に対して、地域に定着し活躍できるよう必要な情報の提供、受入体制の整備

等の支援を行う。 

 

２ 本町が主体的に行う取組 

・ 本町は、新たに農業経営を営もうとする青年等や農業を担う多様な人材の確保に向けて、

留萌農業改良普及センターや農業協同組合など関係機関と連携して、就農等希望者に対

する情報提供、住宅の紹介や移住相談対応等の支援、農業技術・農業経営に要する知

識習得に向けた研修の実施や研修農場の整備、必要となる農用地等や農業用機械等の

あっせん・確保、資金調達のサポートを行う。 

・ また、就農後の定着に向けて、販路開拓や営農面から生活面までの様々な相談に対応す

るための相談対応、他の農家等との交流の場を設けるなど、必要となるサポートを就農準備

から定着まで一貫して行う。 

・ これらのサポートを一元的に行える就農相談員を設置するとともに、本町が主体となって、農

業委員会、農業協同組合等の関係団体が連携して、農業を担う者の受入から定着まで必

要となるサポートを一元的に実施できる体制を構築する。 

・ さらに、新規就農者等が地域内で孤立することがないよう就農相談員は必要な配慮を行う

とともに、地域農業を担う者として当該者を育成するときは、必要に応じて、協議の場への参

加や地域計画の修正等の措置を講じる。 

・ 本町は、新たに農業経営を始めようとする青年等が、本構想に基づく青年等就農計画を

作成し、青年等就農資金、経営体育成支援事業等の国による支援策や北海道による新

規就農関連の支援策を効果的に活用しながら、確実な定着、経営発展できるよう必要とな

るフォローアップを行うとともに、青年等就農計画の達成が見込まれる者に対しては、引き続き

農業経営改善計画の策定を促し、認定農業者へと誘導する。 

・ 新規就農者が地域内で孤立することのないよう、地域計画人・農地プランの作成・見直し

の話し合いを通じ、地域農業の担い手として当該者を育成する体制を強化する。 

・ 青年等が就農する地域の地域計画、人・農地プランとの整合に留意しつつ、本構想に基づ

く青年等就農計画の作成を促し、青年等就農資金、農業次世代人材投資資金、強い農

業・担い手づくり総合支援交付金等の国の支援策や道の新規就農関連事業を効果的に

活用しながら経営力を高め、確実な定着へと導く。さらに、青年等就農計画の達成が見込ま
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れる者については、引き続き農業経営改善計画の策定を促し、認定農業者へと誘導する。 

 

３ 関係機関との連携・役割分担の考え方 

・ 本町は、農業委員会、農業協同組合、農業教育機関等の関係機関と連携しつつ、町が

全体的な管理・推進を行いながら、就農等希望者への情報提供や相談対応、研修の実施、

農用地や農業用機械等のあっせん・確保、就農後の定着に向けたサポート等を以下の役割

分担により実施する。 

① 農業委員会は、新たに農業経営を開始しようとする者に対して、農地等に関する相談

対応、農地等に関する情報の提供、農地等の紹介・あっせん等を行う。 

② 個々の集落（地域計画の作成区域）では、農業を担う者を受け入れるための地域の

雰囲気づくり、コミュニティづくりを行う。 

・ 就農に向けた情報提供及び就農相談については担い手育成センター、技術や経営ノウハ

ウについての習得については北海道立農業大学校等、就農後の営農指導等フォローアップに

ついては留萌農業改良普及センター、JA 組織、認定農業者や指導農業士等、農地の確

保については農業委員会、農地中間管理機構など、各組織が役割を分担しながら各種取

組を進める。 

 

４ 就農等希望者のマッチング及び農業を担う者の確保・育成のための情報収集・相互提

供 

 

・ 本町は、農業協同組合と連携して、区域内における作付け品目毎の就農受入体制、研

修内容、就農後の農業経営・収入・生活のイメージ等、就農等希望者が必要とする情報を

収集・整理し、北海道及び農業経営・就農支援センターへ情報提供する。 

・ 農業を担う者の確保のため、農業協同組合等の関係機関と連携して、経営の移譲を希望

する農業者の情報を積極的に把握するよう努め、本町の区域内において後継者がいない場

合は、北海道及び農業経営・就農支援センター等の関係機関へ情報提供する。さらに、新

たに農業経営を開始しようとする者が円滑に移譲を受けられるよう農業経営・就農支援セン

ター、北海道農業公社、農業委員会等の関係機関と連携して、円滑な継承に向けて必要

なサポートを行う。 

・ 公益財団法人北海道農業公社や留萌農業改良普及センター、るもい農業協同組合など

と連携しながら、就農相談会を定期的に開催し、就農希望者に対し、市内での就農に向け

た情報(研修、空き家に関する情報等)の提供を行う。また、町内の農業法人や先進農家

等と連携して、高校や大学等からの研修やインターンシップの受入れを行う。 

・ 生徒・学生が農業に興味関心を持ち、農業が将来の進路の選択肢の一つとなるよう教育

機関や教育委員会と連携しながら、各段階の取組を実施する。具体的には、生産者との交

流の場を設けたり、農業体験ができる仕組みをつくることで、農業に関する知見を広められる
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ようにする。 

 

第 5 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標その

他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する事項 

 

１ 効率的かつ安定な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 

 本町農業の持続的な発展を図るため、第２に例示するような効率的かつ安定的な農業経

営を営む者に対する農用地の利用（農作業受託面積を含む。）の集積に関する目標を、次

のとおりとする。 

効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 

本町農用地面積の 98％程度 

（注)「効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標」は、おおむね 10

年後(Ｒ17)を見通して設定し、この場合、農用地の利用には利用権の設定等を受けたもののほか、水稲において

は基幹３作業(耕起・代かき、田植え、収穫・脱穀)の全てを受託している面積、その他の作目においては主な基幹

作業を受託している面積を含めるものとします。 

 

２ その他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する事項 

・ 町、農業委員会、農地中間管理機構、農業協同組合、土地改良区等の関係機関・団

体が連携し、地域計画のブラッシュアップを通じ、地域の合意形成を図りながら、面としてまと

まった形での農用地の集約化を進めることにより、団地面積の増加を図るとともに、担い手へ

の農用地の集積を加速する。 

・ 中山間地域や担い手不足地域では、地域全体で農用地の確保・有効利用を図るため、

中小・家族経営など地域社会の維持に重要な役割を果たしている経営体の新規就農促進

を図るエリアや有機農業の団地化を図るエリア等の設定を促進するとともに、放牧利用や蜜

源利用、省力栽培による保全等の取組を進める。 

 

第6 農業経営基盤強化促進事業に関する事項 

 本町は、北海道が策定した「農業経営基盤強化促進基本方針」の第 6 の農業経営基盤強

化促進事業の実施に関する基本的な事項に定められた方向に即しつつ、本町農業の地域特性、

即ち、複合経営を中心とした多様な農業生産の展開や兼業化の著しい進行などの特徴を十分

踏まえて、農業経営基盤の強化の促進に関する計画である地域計画を定め、その実現に向けて、

農地中間管理機構による農地中間管理事業及び特例事業を活用して農用地について担い手

への集積・集約化を促進し、農用地の効加率的かつ総合的な利用の推進を図る。 

 本町は、農業経営基盤強化促進事業として、次に掲げる事業を行う。 

 

１ 第 18 条第１項の協議の場の設置の方法、第 19 条第１項に規定する地域計画の区
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域の基準その他第４条第３項第１号に掲げる事業に関する事項 

 

・ 協議の場の開催時期については、幅広い農業者の参画を図るため、協議の場を設置する区

域ごとに、当該区域における基幹作物である水稲・施設園芸作物の農繁期を除いて設定する

こととし、開催に当たっては、本町ホームページの利用等に加え、他の農業関係の集まりを積極

的に活用し、周知を図る。 

・ 参加者については、農業者、町、農業委員、農地利用最適化推進委員、農業協同組合、

農地中間管理機構の農地相談員、土地改良区、その他の関係者とし、協議の場において、地

域の中心となる農用地の出し手及び受け手の意向が反映されるように調整を行う。 

・ 協議の場の参加者等から協議事項に係る問合せへの対応を行うための窓口を経済課農林

係に設置する。 

・ 農業上の利用が行われる農用地等の区域については、これまで人・農地プランの実質化が行

われている区域を基に、農業振興地域内の農用地等が含まれるように設定することとし、その上

で、様々な努力を払ってもなお、農業上の利用が見込めず、農用地として維持することが困難な

農用地については、活性化計画を作成し、粗放的な利用等による農用地の保全等を図る。 

・ 本町は、地域計画の策定に当たって、北海道・農業委員会・農地中間管理機構・農業協同

組合・土地改良区等の関係団体と連携しながら、協議の場の設置から地域計画の公表に至る

まで、適切な進捗管理を行うこととし、地域計画に基づいて利用権の設定等が行われているか

進捗管理を毎年実施する。 

 

2 農用地利用改善事業の実施の単位として適当であると認められる区域の基準その他農用

地利用改善事業の実施の基準に関する事項 

 

（1） 農用地利用改善事業の実施の促進 

 本町は、地域関係農業者等が農用地の有効利用及び農業経営の改善のために行う自

主的努力を助長するため、地域関係農業者等の組織する団体による農用地利用改善事

業の実施を促進する。 

 

（2） 区域の基準 

 農用地利用改善事業の実施の単位として適当であると認められる区域の基準は、土地の

自然的条件、農用地の保有及び利用の状況、農作業の実施の状況、農業経営活動の

領域等の観点から、農用地利用改善事業を行うことが適当と認められる地縁的なまとまりの

ある地域とするものとする。 

 ただし、特別な事情により、集落を単位とした区域を農用地利用改善事業の実施の単位

とすることが困難であると認められる場合にあっては、農用地の効率的かつ総合的な利用に

支障のない限り、集落の一部を除外することができるものとする。 
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（3） 農用地利用改善事業の内容 

 （2）の区域において、地域農業関係者等の組織する団体が、農用地の効率的かつ総

合的な利用を図るための、作付地の集団化、農作業の効率化その他の措置及び農用地の

利用関係の調整を図るための農領地利用規程を作成し、それに基づいて認定農業者等の

担い手へ農地の集積を推進するものとする。 

 

（4） 農用地利用規程の内容 

① 農用地利用改善事業の準則となる農用地利用規程においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

ア 農用地の効率的かつ総合的な利用を図るための措置に関する基本的な事項 

イ 農用地利用改善事業の実施区域 

ウ 作付地の集団化その他農作物の栽培の改善に関する事項 

エ 認定農業者とその他の構成員との役割分担その他農作業の効率化に関する事項 

オ 認定農業者に対する農用地の利用の集積の目標その他農用地の利用関係の改善

に関する事項 

カ その他必要な事項 

 

② 農用地利用規程においては、①に掲げる全ての事項についての実行方策を明らかにす

るものとする。 

 

（5） 農用地利用規程の認定 

① （2）に規定する区域をその地区とする地域関係農業者等の組織する団体で、定款

又は規約及び構成員につき法第 23 条第 1 項に規定する要件を備えるものは、農業経

営基盤強化促進法の基本要綱(平成 24 年５月 31 日付け 24 経営第 564 号農林

水産省経営局長通知。以下、「基本要綱」という。)別記様式第６－１号の認定申請

書を本町に提出して、農用地利用規程について本町の認定を受けることができる。 

 

② 本町は、申請された農用地利用規程が次に掲げる要件に該当するときは、法第 23 条

第 1 項の認定をする。 

ア 農用地利用規程の内容が基本構想に適合するものであること。 

イ (4)の①のイの実施区域が地域計画の区域内にあるときは、農用地利用規程の内容

が当該地域計画の達成に資するものであること。 

ウ 農用地利用規程の内容が農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なも

のであること。 

エ （4）の①のエに掲げる役割分担が認定農業者の農業経営の改善に資するもので
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あること。 

オ 農用地利用規程が適正に定められており、かつ、申請者が当該農用地利用規程で

定めるところに従い農用地利用改善事業を実施する見込みが確実であること。 

 

③ 本町は、②の認定をしたときは、その旨及び当該認定に係る農用地利用規程を本町の

掲示板への掲示により公告する。 

 

④ ①から③までの規定は、農用地利用規程の変更についても準用する。 

 

（6） 特定農業法人又は特定農業団体を定める農用地利用規程の認定 

① （5）の①に規定する団体は、農用地の保有及び利用の現況及び将来の見通し等か

らみて農用地利用改善事業が円滑に実施されないと認めるときは、当該団体の地区内

の農用地の相当部分について農業上の利用を行う効率的かつ安定的な農業経営を育

成するという観点から、当該団体の構成員からその所有する農用地について利用権の設

定等若しくは農作業の委託を受けて農用地の利用の集積を行う農業経営を営む法人

（以下「特定農業法人」という。）又は当該団体の構成員の所有する農用地について

農作業の委託を受けて農用地の利用の集積を行う団体（農業経営を営む法人を除き、

農業経営を営む法人となることが確実であると見込まれること、定款又は規約を有してい

ることなど農業経営基盤強化促進法施行令（昭和 55 年政令第 219 号）（以下、

「施行令」という。）第 11 条に掲げる要件に該当するものに限る。以下「特定農業団体」

という。）を、当該特定農業法人又は特定農業団体の同意を得て、農用地利用規程に

おいて定めることができる。 

 

② ①の規定により定める農用地利用規程においては、（4）の①に掲げる事項のほか、

次の事項を定めるものとする。 

ア 特定農業法人又は特定農業団体の名称及び住所 

イ 特定農業法人又は特定農業団体に対する農用地の利用の集積の目標 

ウ 特定農業法人又は特定農業団体に対する農用地の利用権の設定等及び農作業

の委託に関する事項 

エ 農地中間管理事業の利用に関する事項 

 

③ 本町は、②の規定する事項が定められている農用地利用規程について（5）の認定の

申請があった場合において、農用地利用規程の内容が（5）の②に掲げる要件のほか、

次に掲げる要件に該当するときは、（5）の①の認定をする。 

ア ②のイに掲げる目標が（2）に規定する区域内の農用地の相当部分について利用の

集積をするものであること。 
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イ 申請者の構成員からその所有する農用地について利用権の設定等又は農作業の委

託を行いたい旨の申出があった場合に、特定農業法人が当該申出に係る農用地につ

いて利用権の設定等若しくは農作業の委託を受けること、又は特定農業団体が当該

申出に係る農用地について農作業の委託を受けることが確実であると認められること。 

 

④ ②で規定する事項が定められている農用地利用規程（以下「特定農用地利用規程」

という。）で定められた特定農業法人は、認定農業者と、特定農用地利用規程は認定

計画とみなす。 

 

（7） 農用地利用規程の変更等 

① （5）の②の認定を受けた団体（以下「認定団体」という。）は、（5）の①の認定に

係る農用地利用規程を変更しようとするときは、本町の認定を受けるものとする。 

 ただし、特定農用地利用規程で定められた特定農業団体が、農業経営基盤強化促

進法施行規則(昭和 55 年農林水産省令第 34 号。以下、「施行規則」という。）第

21 条の 3 で定めるところにより、その組織を変更して、その構成員を主たる組合員、社員

若しくは株主とする農業経営を営む法人となった場合において当該特定農用地利用規

程を変更して当該農業経営を営む法人を特定農業法人として定めようとするとき又は施

行規則第 22 条で定める軽微な変更をしようとする場合は、この限りでない。 

 

② 認定団体は、①のただし書きの場合施行規則第 22 条で定める軽微な変更をしようと

する場合を除く。）は、その変更をした後、遅滞なく、その変更した農用地利用規程を本

町に届け出るものとする。 

 

③ 本町は、認定団体が（5）の①の認定に係る農用地利用規程（①又は②の規定に

よる変更の認定又は届出があったときは、その変更後のもの）に従って農用地利用改善

事業を行っていないことその他政令第 13 条で定める事由に該当すると認めるときは、その

認定を取り消すことができる。 

 

④ （5）の②及び（6）の③並びに（7）の③及び（7）の④の規定は①の規定による

変更の認定について、（5）の③の規定は①又は②の規定による変更の認定又は届出

について準用する。 

 

（8） 農用地利用改善団体の勧奨等 

① 認定団体は、当該認定団体が行う農用地利用改善事業の実施区域内の農用地の

効率的かつ総合的な利用を図るため特に必要があると認めるときは、その農業上の利用

の程度がその周辺の当該区域内における農用地の利用の程度に比べ、著しく劣っている
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と認められる農用地について、当該農用地の所有者（所有者以外に権限に基づき使用

及び収益をする者がある場合には、その者）である当該認定団体の構成員に対し、認定

農業者（特定農用地利用規程で定めるところに従い、農用地利用改善事業を行う認

定団体にあっては、当該特定農用地利用規程で定められた特定農業団体を含む。）に

利用権の設定等又は農作業の委託を行うよう勧奨することができる。 

 

② ①の勧奨は、農用地利用規程に基づき実施するものとする。 

 

③ 特定農用地利用規程で定められた特定農業法人及び特定農業団体は、当該特定

農用地利用規程で定められた農用地利用改善事業の実施区域内にその農業上の利

用の程度がその周辺の当該区域内における農用地の利用の程度に比べ、著しく劣ってい

ると認められる農用地がある場合には、当該農用地について利用権の設定等又は農作

業の委託を受け、当該区域内の農用地の効率的かつ総合的な利用を図るよう努めるも

のとする。 

 

（9） 農用地利用改善事業の指導、援助 

① 本町は、農用地の有効かつ適切な利用を図るため、必要があると認めるときは、農用地

利用改善団体となる要件を備える団体に対して、農用地利用規程を定め、農用地利用

改善事業を行うよう促す。 

 

② 本町は、農用地利用改善団体が、農用地利用改善事業の実施に関し、農業委員会、

農業協同組合及び農地中間管理機構の指導及び助言を求めてきたときには、それぞれ

の組織の役割に応じて、農用地利用改善団体の主体性を尊重しながら、その団体の活

動を助長する上で必要な指導及び助言が積極的に行われるように努める。 

 

3 農業協同組合が行う農作業の委託のあっせんの促進その他の委託を受けて行う農作業

の実施の促進に関する事項 

 

（1）農作業の受委託の促進 

 地域計画の実現に当たっては、担い手が受けきれない農用地について適切に管理し、将

来的に担い手に引き継ぐことが重要である。町は農作業の受委託による効率化を図るため

に関係機関と連携し生産組織の育成を図るとともに、農作業の受委託を促進するための

環境の整備を図る。 

 

（2）農業協同組合による農作業の受委託のあっせん等 

農業協同組合は、農業支援サービス事業者による農作業受託料金の情報提供の推
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進や、農作業受託事業を実施する生産組織の育成、地域計画の策定に向けた協議にお

ける農作業受委託の活用の周知等を行うことにより、農作業の受委託の促進に努めるもの

とする。 

 

4 その他農業経営基盤強化促進事業の実施に関し必要な事項 

 

（1） 農業経営基盤の強化を促進するために必要なその他の関連施策との連携 

 本町は、1 から 6 までに掲げた事項の推進に当たっては、農業経営基盤の強化の促進に

必要な、以下の関連施策との連携に配慮するものとする。 

ア 本町は、農業生産基盤整備の促進を通じて、ライスターミナル等の農業近代化施設

の導入を推進し、効率的かつ安定的な農業経営をめざす者が経営発展を図っていくう

えでの条件整備を図る。 

イ 本町は、農業構造改善事業等によって農業農村の活性化を図り、農村の健全な発

展によって望ましい農業経営の育成に資するように努める。 

ウ 本町は、水田収益力強化ビジョンの実現に向けた積極的な取組によって、水稲作、

転作を通ずる望ましい経営の育成を図ることとする。特に、面的な広がりで田畑転換を

実施する集団的土地利用を模範としつつ、このような転作を契機とした地域の土地利

用の見直しを通じて農用地利用の集積、連担化による効率的作業単位の形成等望

ましい経営の営農展開に資するよう努める。 

エ 本町は、農業集落排水事業等の実施を促進し、定住条件の整備を通じ、農業の担

い手確保に努める。 

オ 本町は、地域の農業の振興に関するその他の施策を行うに当たっては、農業経営基

盤強化の円滑な促進に資することとなるように配慮するものとする。 

 

（２）推進体制等 

① 事業推進体制等 

 本町は、関係機関・団体等と連携しつつ、農業経営基盤強化の促進方策について検

討するとともに、今後 10 年にわたり、第 1 で掲げた目標や第 2、第 3 の指標で示される

効率的かつ安定的な経営の育成に資するための実現方策等について、各関係機関・団

体別の行動計画を樹立する。 

 また、このような長期行動計画と併せて、年度別活動計画において当面行うべき対応を

各関係機関・団体別に明確化し、関係者が一体となって合意の下に効率的かつ安定的

な経営の育成及びこれらへの農用地利用の集積を強力に推進する。 

② 農業委員会等の協力 

 農業委員会、農業協同組合及び土地改良区及は、農業経営基盤強化の円滑な実

施に資することとなるよう、相互に連携を図りながら協力するように努めるものとし、本町は、
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このような協力の推進に配慮する。 

 

5 農地中間管理機構が行う特例事業に関する事項 

 

（1） 本町は、北海道一円を区域として特例事業を行う農地中間管理機構との連携の下

に、普及啓発活動等を行うことによって同機構が行う事業の実施の促進を図る。 

 

（2） 町、農業委員会、農業協同組合は、農地中間管理機構が行う中間保有・再配分

機能を活かした特例事業を促進するため同機構に対し、情報提供、事業の協力を行う

ものとする。 

 

第7 その他 

 

 この基本構想に定めるもののほか、農業経営基盤強化促進事業の実施に関し必要な事項に

ついては、別に定めるものとする。 

 

附則 

 1 この基本構想は、令和 8 年  月  日から施行する。 

 2 農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 56 号）において、

同法による改正前の農業経営基盤強化促進法の適用を受けるとされた規定に関するこの基本

構想の適用については、なお従前の例によるものとする。 

 


